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1．はじめに

　平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う東京電力（株）福島第一原子力発
電所の事故により，大量の放射性物質が環境中
に放出された。これらは広範囲にわたって土壌
表面に沈着し，地表面近傍における空間線量率
を上昇させている。これを受け政府は，福島第
一原子力発電所の半径 20 km 以内を警戒区域
及び 1年間の積算線量が 20 mSv を超える可能
性がある半径 20 km 以遠の地域を計画的避難
区域と設定し，住民の避難，退去を進めた1）。
現在，当該区域内に居住していた方々は，避難
地において不便で不安な生活を強いられてい
る。空間線量率の低減をはじめとした安全性の
確保に基づく避難解除2）と，その後の住民帰還
及び復興のためには，汚染環境に対する効率的
な除染作業の実施が喫緊の課題である。
　独立行政法人日本原子力研究開発機構
（JAEA）の原子力基礎工学研究部門では，放射
性物質による汚染環境の修復に向けた除染計画
の立案に資するため，想定した区画での除染作
業前後における空間線量率の計算から除染効果
を評価するソフトウェア CDE（Calculation 
system for Decontamination Effect）を開発した。
CDEは，JAEAのホームページ上で平成 23 年
11 月 2 日から公開されており，登録ユーザー
に対して無償提供される3）。除染作業において
限られた予算から最大限の効果を上げるために
は，除染対象地域ごとに最適化された除染計画
が必要になる。CDEは，独自の線量推定アル

ゴリズムに基づき除染効果を評価し，除染対象
地域の地図上にその効果を可視化して表示する
ことで，効率的な計画の立案を支援する。本稿
では，CDEの概要及び線量評価手法を紹介す
るとともに，モデル地域を対象とした精度検証
の結果を示す。また，平成 24 年 1 月時点にお
ける CDEの利用状況についても報告する。

2．除染効果評価システム CDEの概要

　1）開発の目的
　CDEは，学校等の公共施設，民家，農地又
は森林等を含む広範囲な領域を対象とした除染
作業の方法や手順の検討を支援する目的で開発
された。この目的のため，CDEは以下の点に
留意して設計されている。
　① 使い勝手を重視し，汎用の表計算ソフトで

あるMicrosoft© Excel© 上で動作する
　② グラフィカル・ユーザー・インターフェー

ス（GUI）を備え，操作の大部分をマウス
によって実行する

　③ 入力データには，ユーザーがインターネッ
トなどを介して容易に入手可能な情報を採
用する

　④ 1回の評価計算は数秒程度で完了する
　⑤ 評価結果は可視化され，除染の効果を視覚

的に捉えられるようにする
　⑥ 計算精度は，学術分野で利用されている放

射線の挙動を精密に解析するプログラムと
同程度にする

　GUI を含めたソフトウェア本体は，Microsoft© 
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Excel© のマクロであるVBA（Visual Basic for 
Applications）で記述された。ファイルの保存
や数値のコピーなどの基本操作は Excel の機能
を使用するので，実際に除染計画の立案に携わ
る人々にとって Excel の使用経験があれば，馴
染みのある操作で利用できる。線量計算部分の
プログラムは，計算を高速で行うため Fortran
で作られた。ソフトウェアはソースコードも含
め無償で公開されており，利用規約への合意の
下で改変及び再配布が可能である3）。
　このソフトウェアを使用することにより，目
標とする値まで空間線量率を低減するために必
要な除染の範囲や放射性物質の除去割合につい
て，様々なケーススタディを短期間に行うこと
ができる。
　2）計算の流れ
　CDEは，除染対象地域（一部の周囲の非除
染領域も含む）の地図上に設定したメッシュに
対して入力した表面汚染密度と除染係数から，
除染前後の空間線量率及び線量率減少係数をメ
ッシュごとに計算して表示する。ここで，空間
線量率は地表 1 m 高さにおける周辺線量当量
H＊（10）を表す。図 1にCDEを使った除染計
画の検討の流れを示す。

　事前準備として，除染対象地域及びその周辺
の地図画像，表面汚染密度データ及び除染係数
データを用意する。これらすべての情報は，イ
ンターネットを介して比較的容易に入手可能で
ある。地図画像は，市販の電子地図データはも
ちろん，Google MapsTM のようなインターネッ
ト上の地図サービスも利用できる＊1。表面汚染
密度は［Bq／cm2］単位で与えられ，文部科学
省が行った航空機モニタリングの結果4）が利用
できる。また，除染対象地域においてサーベイ
メータを用いて測定した 1 cm 高さ及び 1 m 高
さの空間線量率［mSv／h］も，表面汚染密度の
入力値として利用可能であり，空間線量率から
表面汚染密度への換算はプログラム内で行われ
る。除染係数は，汚染の原因となっている放射
性物質が除去される割合を示す指標であり，除
染作業において採用した除染技術に依存する。
CDEでは，典型的な除染技術に対応した除染
係数の値を内蔵しているほか，日本原子力学会
クリーンアップ分科会で検討され公開されてい
る値5）を直接入力することもできる。

＊1　 利用に当たっては各サービスの定める利用規約への
準拠を要する。

図 1　CDEを利用した除染計画の検討の流れ
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　CDEにおける入力パラメータの設定画面を
図 2に示す。ここで，地形ごとに与えられた表
面汚染密度と除染係数の組に対して，ID番号
と ID色を割り振る。CDEに取り込んだ地図画
像上に設定したメッシュを ID色で塗ることに
より，除染対象地域における汚染密度と除染係
数のマップを作成する。図 3にマップ作成画面
の例を示す。設定画面で作成した IDテーブル
が，入力補助としてパレットに表示されてい
る。マップも含めたCDEの入力データ作成に
は，除染対象地域の地形の複雑さにも依存する
が，通常 2～4時間程度掛かる。
　計算結果としては，除染前空間線量率分布，
除染後空間線量率分布及び除染効果を表す線量
率減少係数分布の 3つが出力される。それぞれ
の計算手法については次章にて解説する。計算

結果は，その値の大きさにより，地図上にカラ
ーマップとして可視化される。図 4にカラーマ
ップの例を示す。赤色が高線量，青色が低線量
領域を表す。図中に示された点線の内側が除染
対象地域である。図より，除染を行った地域内

図 2　パラメータの設定画面

図 3　地形データ分布の作成画面

図 4　 除染前空間線量率（上），除染後空間線量率（中），
及び除染効果（下）の計算結果を可視化したカラ
ーマップ     
図中の点線で囲まれた領域が除染対象地域を示す
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の空間線量率が低減していることが分かる。地
図上のメッシュを選択することにより，その地
点における空間線量率の数値データを参照する
こともできる。図 5に，図 4における除染地域
を北部森林 100 m 範囲まで拡大したケースの
除染後空間線量率の計算結果を示す。森林を除
染することにより，森林と接している居住区域
の空間線量率が減少していることが分かる。一
度入力データを完成させていれば，その後のケ
ーススタディは IDテーブルのパラメータを変
更することで，1ケース当たり数秒で実行でき
る。このことは，様々な除染計画に対する除染
効果の事前検討に役立つ。

3．線量評価手法

　CDEでは，地図上に設定したメッシュに対
して入力された表面汚染密度と除染係数に従
い，除染前後の空間線量率及び線量率減少係数
をメッシュごとに計算する。線源核種として
は，現在環境に広く分布している放射性セシウ
ム（134Cs 及び 137Cs）を対象としている。線量
計算の基礎データとして，あるメッシュに分布
した線源核種が周囲のメッシュ位置に与える単
位放射能当たりの空間線量率のデータベース
（以下，応答行列と呼ぶ）を核種ごとに持つ。
図 6に地表面での 137Cs の応答行列を示す。応
答行列の各要素は 5 m×5 m のメッシュに対し

て評価したものであり，行列全体として 201 行
201 列から成る。これは，中心のメッシュから
500 m 離れたメッシュまでの線量寄与を考慮し
ていることを示し，137Cs から放出される 662 
keV 光子の空気中における平均自由行程の約 5
倍に相当する。予備解析によって，この距離は
線量寄与を考える範囲として十分であることを
確認している6）。
　応答行列は，粒子・重イオン輸送計算コード
PHITS7）を用いて，大気と土壌から成る無限平
板体系における光子輸送計算によって構築し
た。よって，CDEの応答行列は，線源から直
接到達する成分（直達成分）のほかに，大気中
で散乱されたスカイシャイン成分及び土壌で散
乱されたグランドシャイン成分による線量を含
んでいる。
　除染前の空間線量率は，表面汚染密度と応答
行列を用いて，着目するメッシュの周囲のメッ
シュからの線量寄与をすべて積算することによ
り，計算される。134Cs と 137Cs の放射能は，時
間とともに減衰する（それぞれの半減期は約 2
年と約 30 年）。CDEでは，設定画面において
汚染密度を測定した日と線量を評価する日を入
力することで，それぞれの減衰を考慮した評価
日における線量率が計算される。除染後の空間
線量率は，除染前の空間線量率を除染係数で除
することで計算される。線量率減少係数は，除

図 5　 除染領域を北部森林まで拡大したケースに対する
除染後空間線量率の計算結果

図 6　地表面に分布した 137Csの応答行列



Isotope News 　2012 年 4月号　No.69618

染前後の空間線量率の比として求まる。
　CDEでは，線源核種は滑らかな土壌表面上
に分布していると仮定している。しかし，実際
の地形は起伏に富んでおり，急峻な傾斜地から
の線量寄与は平面に比べて大きくなる。この問
題に対応するため，CDEでは設定画面におい
て特定の地形を傾斜地として指定し，そこから
の線量寄与を平地に比べ大きく見積もるよう設
計している。

4．精度検証

　除染モデル地区における除染作業前の空間線
量率分布を示した図 4（上）のA1～D地点にお
ける CDEの評価値と，同地区の地形を 3次元
モデルで再現した PHITS7）の計算結果，及び
NaI（Tl）シンチレーション検出器による測定結
果を，表 1に示す。データはすべて，地表面よ
り 1 m 高さでの空間線量率である。まず，
PHITS との比較において，両者は最大 30％以
内で一致した。既に述べたようにCDEでは，
基礎データである応答行列は 3次元放射線輸送
計算に基づいているものの，表面汚染分布は 2
次元で与えられる。しかし，モデル地区のよう
な村落の居住部は平らな地形が多いため，CDE
の手法でも 3次元地形を正確に取り込んだ
PHITS の計算結果と同程度の精度で空間線量
率を予測できることが分かった。なお，計算時
間は，PHITS が数十時間要したのに対し，CDE
は 10 秒程度で完了した。
　測定値との比較においても，CDEは良い一
致を示している。A2地点以外の 5地点では，
CDEの評価値と測定値は 10％以内で一致した。

A2地点（グラウンドの端）では 35％程度の過
小評価を与えたが，この地点の付近には幾つか
の樹木が植えられており，その葉に付着した放
射性物質からの線量寄与があった可能性があ
る。計算ではこの寄与を考慮していない。CDE
の汚染密度データの入力において，樹木に付着
した（地表面にない）線源核種の情報を入れれ
ば，測定値をより正確に再現できると期待さ
れる。

5．利用状況

　CDEは平成 23 年 11 月 2 日にホームページ3）

上で無償外部提供を行って以来，平成 24 年 1
月現在で 402 件の利用申込みがある。ユーザー
の所属内訳は，個人が約 20％あり，次いで放
射能測定及び除染事業者が約 15％，さらに官
公庁及び地方自治体，建設関連企業，研究機関
が約 10％ずつと続く。使用目的については，
空間線量率の評価が約 20％，除染計画の立案
が約 15％，研究及び調査目的が約 15％となっ
ている。ユーザーの所在地に関しては東北・関
東地方が圧倒的に多いが，九州，北海道及び海
外からの利用申込みも少数あった。CDEは，
集落を対象とした大規模除染の計画立案に役立
てることを目的としたため，主なユーザーとし
て地方自治体や除染事業者を想定していた。し
かし，公開後の利用状況をみると，個人ユーザ
ーが自分の居住地周辺の線量を調べるためにダ
ウンロードすることが多いと分かった。このよ
うな個人ユーザーにも使ってもらえるよう
CDEも，入力データに除染係数といった専門
的な量を使う代わりに，“表土の除去”など除
染技術名をリストから選択することで自動的に
対応する除染係数を入力するなどの改良を重ね
ている。
　CDEに関する最新の情報は，JAEA基礎工学
研究部門のホームページ3）及び公式ツイッタ
ー8）で発信されている。また，CDEへの要望
もホームページ上で受け付けている。

表 1　 図 4（上）で示した各地点における
空間線量率［mSv／h］

A1 A2 B1 B2 C D

CDE 1.1 2.1 1.6 1.9 2.0 1.8

PHITS 0.8 2.0 1.5 1.7 2.0 1.7

測定値 1.0 3.1 1.6 2.0 2.0 1.7
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6．まとめと今後の展望

　福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物
質の放出で汚染された環境の修復に向けた除染
作業を支援するため，除染効果評価システム
CDEを開発した。CDEは，ユーザーが比較的
容易に入手可能な入力情報を基に，ユーザーフ
レンドリーなGUI を通して，迅速かつ高精度
に除染前後の空間線量率を計算し，想定した除
染計画の効果を評価できる。ソフトウェアは，
ソースコードも含めて，JAEAのホームページ
上から無償ダウンロードできる。
　本稿では触れなかったが，CDEのバージョ
ン 2以降では，新たに“GPS による位置情報
付き線量データの取り込み機能”と“覆土によ
る線量低減効果を考慮した計算機能”が追加さ
れた。GPS 機能は，GPS を搭載した無人ヘリ
コプターによる線量モニタリングの測定データ
を，CDEの表面汚染密度分布の入力値として
反映することができる。この技術の導入によ
り，表面汚染密度の測定とCDEの入力データ
作成に掛かる手間を著しく軽減することができ
る。また，覆土機能によってCDEは，除染後
に対象エリアを土で覆うことにより更なる空間
線量率低減を意図した除染計画にも対応可能と
なった。覆土機能は，除染作業によって生じた
廃棄物の土中への貯蔵における周囲への線量寄
与の評価にも利用可能であると考える。
　今後実施される除染作業の最適化に微力なが
らCDEが役立ち，迅速な環境修復と住民帰還
がなされることを心より願う。
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